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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期
第３四半期
累計期間

第63期
第３四半期
累計期間

第62期
第３四半期
会計期間

第63期
第３四半期
会計期間

第62期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高               （千円）6,876,0964,848,7812,302,4891,621,9488,968,354

経常利益又は経常損失（△）　　　　　

　　　　　　　　

（千円）　

335,236△25,227 123,695 △2,263 418,434

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）　　　　 （千円）
214,560△39,798 63,172 △4,910 316,521

持分法を適用した場合の投資利益 

                     （千円）
－ － － － －

資本金               （千円）－ － 484,812 484,812 484,812

発行済株式総数       （千株） － － 8,010 8,010 8,010

純資産額             （千円） － － 3,315,3023,315,6073,417,140

総資産額             （千円） － － 7,238,7026,286,4266,940,094

１株当たり純資産額    （円） － － 413.90 413.93 426.61

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）            （円）

26.79 △4.97 7.89 △0.61 39.52

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額    （円）
－ － － － －

１株当たり配当額      （円） 7.00 7.00 － － 7.00

自己資本比率          （％） － － 45.8 52.7 49.2

営業活動による

キャッシュ・フロー   （千円）
△93,059 383,124 － － 17,694

投資活動による

キャッシュ・フロー   （千円）
△178,475 21,589 － － △168,960

財務活動による

キャッシュ・フロー   （千円）
27,542 △71,975 － － 52,133

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高         （千円）
－ － 995,2801,472,8791,140,141

従業員数              （人） － － 235 236 235

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

　　　　　いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は持分法を適用すべき関連会社を持っておりませんので、持分法を適用した場合の投資利益については

記載しておりません。

４．第63期第３四半期累計期間及び第63期第３四半期会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．第62期第３四半期累計期間、第62期第３四半期会計期間及び第62期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第３四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

 

 

 

 

３【関係会社の状況】

該当事項はありません。

 

 

 

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 236(26)

　（注）従業員数は、就業人員(当社から他社への出向者１名を除き、他社から当社への出向者２名を含む)であり、契

約従業員及び嘱託従業員は、当第３四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第３四半期会計期間の生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目別
当第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

前年同四半期比（％）

溶接材料　　　　　　　　（千円） 142,160 72.2

トッププレート　　　　　（千円） 63,795 71.1

合計　　　（千円） 205,955 71.9

　（注）１．金額は製造原価によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）商品仕入実績

　当第３四半期会計期間の商品仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目別
当第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

前年同四半期比（％）

溶接材料　　　　　　　　（千円） 170,158 67.6

その他　　　　　　　　　（千円） 133,176 54.6

合計　　　　(千円） 303,334 61.2

　（注）１．金額は仕入価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）受注実績

　当第３四半期会計期間の受注実績を示すと、次のとおりであります。

品目
受注高
（千円）

前年同四半期比
（％）

受注残高
（千円）

前年同四半期比
（％）

工事施工　　　　　(千円) 1,091,817 70.4 245,501 46.9

　（注）１．上記には、トッププレート他の受注実績を含んでおります。

２．金額は販売価格によっております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(4）販売実績

　当第３四半期会計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目別
当第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

前年同四半期比（％）

工事施工　　　　　　　　（千円） 908,192 74.5

溶接材料　　　　　　　　（千円） 370,575 77.1

トッププレート　　　　　（千円） 186,775 71.2

その他　　　　　　　　　（千円） 156,405 46.0

合計　　　（千円） 1,621,948 70.4

（注）１．前第３四半期会計期間及び当第３四半期会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総

販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第３四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

新日本製鐵株式会社 251,806 10.9 212,694 13.1

　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業等のリスク】

　当第３四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の情報

当第３四半期会計期間におけるわが国経済は、世界的な金融危機の影響による景気の悪化に一部底打ちの兆しが

見られるものの、個人消費の低迷や雇用情勢は依然として厳しく、景気の先行きは不透明な状態が続いております。

また、当社を取り巻く環境は、主要取引先である鉄鋼業界、自動車業界等の設備投資抑制策が継続したことにより、厳

しい情勢で推移してまいりました。

このような状況のなかにあって当社は、営業部門におきましては、得意先のニーズ抽出に努めるとともに、積極的

に新規顧客の開拓に取り組み、受注獲得に努めました。

　生産工場及び工事工場におきましては、受注量の減少に伴う操業の一時停止等が継続するなか、経費削減の徹底と

さらなる効率化を推し進めました。

研究開発などの技術部門におきましては、新製・商品の実用化に向けて開発をさらに加速させてまいりました。

　その結果、当第３四半期会計期間の売上高は1,621百万円（前年同四半期比29.6％減）、営業損失は18百万円（前

年同四半期は120百万円の利益）、経常損失は２百万円（前年同四半期は123百万円の利益）、四半期純損失は４百

万円（前年同四半期は63百万円の利益）となりました。

 

各品目別の事業の概況は、次のとおりであります。　

＜工　事　施　工＞

　鉄鋼、自動車、産業機械等の厳しい減産体制のなか、現地機械加工工事の受注は増加しましたが、設備保全、ダ

イカスト関連、連鋳ロール、プラズマ粉体肉盛工事等のほとんどの工事受注が大きく減少した結果、売上高は

908百万円（前年同四半期比25.5％減）となりました。

＜溶　接　材　料＞

　製造業界全体の減産体制が続く厳しい環境のなか、新規顧客開拓等の販売強化に努めましたが、当社の主力製

品である耐摩耗・耐腐食用溶接材料のフラックス入りワイヤの売上高は155百万円（前年同四半期比24.5％

減）、商品のアーク溶接棒、ＭＩＧ・ＴＩＧ等の溶接材料の売上高は214百万円（前年同四半期比21.7％減）と

なり、溶接材料の合計売上高は370百万円（前年同四半期比22.9％減）となりました。

＜トッププレート＞

　厳しい価格競争が続くなか、徹底した品質管理、コスト低減、納期等の優位性を活かした営業活動に努めまし

たが、鉄鋼、プラントメーカー等の業界全体の減産体制の影響を受け、受注が大きく減少した結果、売上高は186

百万円（前年同四半期比28.8％減）となりました。

＜そ　　の　　他＞

　自動車産業の減産体制の影響により、Ｄ＆Ｈ商品、ダイカスト関連等の受注が大きく減少、設備投資の縮小に

よる環境関連装置の受注減、さらに化学薬品製造装置部材の受注も大幅に減少した結果、売上高は156百万円

（前年同四半期比54.0％減）となりました。

　　 

（２）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物は、第２四半期会計期間末に比べ279百万円増加し、1,472百

万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、税引前当四半期純損失2百万円に、賞与引当金の減少12百万

円、たな卸資産の増加18百万円などの資金減少要因があったものの、減価償却費の計上62百万円、売上債権の減少

101百万円、仕入債務の増加159百万円などがあり、320百万円の収入（前年同四半期比310百万円増）となりました。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、有形固定資産の取得による支出7百万円などがあり、8百万円

の支出（前年同四半期比14百万円増）となりました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、リース債務の返済による支出5百万円、配当金の支払による

支出28百万円により、33百万円の支出（前年同四半期比0百万円増）となりました。
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（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

　当第３四半期会計期間における研究開発活動の金額は、14百万円であります。

　なお、当第３四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期会計期間において、前事業年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要

な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、回収、除却、売却等の計画はありません。

　

EDINET提出書類

特殊電極株式会社(E01464)

四半期報告書

 8/25



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 26,040,000

計 26,040,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,010,000 8,010,000ジャスダック証券取引所  単元株式数1,000株

計 8,010,000 8,010,000  ―  ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年10月１日～

　　　　　

平成21年12月31日

― 8,010,000 ―　 484,812 ―　 394,812

  　

（５）【大株主の状況】

平成21年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

　特殊電極従業員持株会
兵庫県尼崎市昭和通２－２－27　特殊電極

株式会社内
793 9.90

　宮田　文夫 兵庫県伊丹市 270 3.37

　居出　一郎 福岡県飯塚市 264 3.29

　大野　昌克 兵庫県伊丹市 182 2.27

　福田　　博 大阪府豊中市 168 2.09

　坂西　啓至 大阪府吹田市 166 2.07

　坂地　一晃 兵庫県川西市 150 1.87

　坂本　浩司 名古屋市名東区 150 1.87

　樋口　豪也 岐阜県可児市　 150 1.87

　株式会社近畿大阪銀行 大阪市中央区城見１―４―27 150 1.87

　株式会社みなと銀行 神戸市中央区三宮町２―１―１ 150 1.87

計 － 2,593 32.37

  （注）当第３四半期会計期間において、大株主の異動はありません。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式

8,008,000
8,008 ―

単元未満株式
普通株式

2,000
― ―

発行済株式総数 8,010,000 ― ―

総株主の議決権 ― 8,008 ―

 

②【自己株式等】

　平成21年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）

他人名義所有株式
数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 153 170 199 214 197 200 195 185 180

最低（円） 145 144 168 181 188 180 172 145 146

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

 

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日
取締役 第二営業本部長 柴﨑　泰志 平成21年９月30日
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成20

年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間（平成

21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成20年10月１日から平成20

年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、また、当第３四半期会計期間（平成21年10月１日から

平成21年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期

財務諸表については有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツと

なっております。　

　

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 855,955 783,724

受取手形及び売掛金 1,868,006 2,395,585

有価証券 616,924 356,417

商品及び製品 654,027 676,091

半成工事 ※1
 198,262 351,386

原材料及び貯蔵品 112,367 109,521

その他 128,145 137,225

貸倒引当金 △3,522 △4,269

流動資産合計 4,430,168 4,805,682

固定資産

有形固定資産 ※2
 1,550,160

※2
 1,719,014

無形固定資産 86,691 104,051

投資その他の資産 219,406 311,345

固定資産合計 1,856,257 2,134,411

資産合計 6,286,426 6,940,094

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,445,550 1,867,497

短期借入金 330,000 330,000

未払法人税等 4,487 111,815

賞与引当金 45,780 90,158

工事損失引当金 ※1
 16,983 －

その他 160,825 174,913

流動負債合計 2,003,627 2,574,385

固定負債

退職給付引当金 386,723 364,227

役員退職慰労引当金 66,816 －

その他 513,651 584,341

固定負債合計 967,191 948,568

負債合計 2,970,818 3,522,953

純資産の部

株主資本

資本金 484,812 484,812

資本剰余金 394,812 394,812

利益剰余金 2,439,174 2,535,042

株主資本合計 3,318,799 3,414,667

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △3,191 2,472

評価・換算差額等合計 △3,191 2,472

純資産合計 3,315,607 3,417,140

負債純資産合計 6,286,426 6,940,094
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（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 6,876,096 4,848,781

売上原価 5,257,779 3,783,483

売上総利益 1,618,317 1,065,298

販売費及び一般管理費 ※1
 1,293,143

※1
 1,128,308

営業利益又は営業損失（△） 325,173 △63,010

営業外収益

受取利息及び配当金 5,150 1,387

雇用安定助成金 － 37,019

スクラップ売却収入 3,753 1,533

その他 8,020 4,878

営業外収益合計 16,924 44,818

営業外費用

支払利息 5,903 4,196

工場移転費用 － 1,916

その他 958 923

営業外費用合計 6,861 7,036

経常利益又は経常損失（△） 335,236 △25,227

特別利益

工事契約会計基準の適用に伴う影響額 － ※2
 2,941

貸倒引当金戻入額 － 731

固定資産売却益 1,789 －

退職給付制度改定益 43,003 －

特別利益合計 44,793 3,672

特別損失

固定資産除却損 17,306 5,524

減損損失 － ※3
 12,814

特別損失合計 17,306 18,338

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 362,723 △39,893

法人税、住民税及び事業税 55,396 4,630

法人税等調整額 92,767 △4,725

法人税等合計 148,163 △95

四半期純利益又は四半期純損失（△） 214,560 △39,798
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 2,302,489 1,621,948

売上原価 1,762,532 1,267,027

売上総利益 539,956 354,920

販売費及び一般管理費 ※
 419,616

※
 373,027

営業利益又は営業損失（△） 120,339 △18,106

営業外収益

受取利息及び配当金 1,356 286

雇用安定助成金 － 15,036

スクラップ売却収入 835 595

その他 3,317 1,424

営業外収益合計 5,509 17,341

営業外費用

支払利息 1,833 1,189

その他 320 308

営業外費用合計 2,153 1,498

経常利益又は経常損失（△） 123,695 △2,263

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 65

特別利益合計 － 65

特別損失

固定資産除却損 16,437 334

特別損失合計 16,437 334

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 107,257 △2,532

法人税、住民税及び事業税 6,806 1,600

法人税等調整額 37,279 777

法人税等合計 44,085 2,377

四半期純利益又は四半期純損失（△） 63,172 △4,910
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

362,723 △39,893

減価償却費 192,434 184,983

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,910 △747

賞与引当金の増減額（△は減少） △131,819 △44,378

工事損失引当金の増減額（△は減少） － 16,983

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 8,702 9,964

退職給付引当金の増減額（△は減少） △95,424 22,496

受取利息及び受取配当金 △5,150 △1,387

支払利息 5,903 4,196

有形固定資産売却損益（△は益） △1,789 －

有形固定資産除却損 17,306 5,524

減損損失 － 12,814

売上債権の増減額（△は増加） △276,969 527,578

たな卸資産の増減額（△は増加） △140,298 181,777

仕入債務の増減額（△は減少） 210,335 △366,736

未払金の増減額（△は減少） △51,314 △33,404

その他 11,725 13,856

小計 109,274 493,626

利息及び配当金の受取額 7,191 1,975

利息の支払額 △5,867 △4,096

法人税等の支払額 △201,336 △108,381

長期預り金の返還による支払額 △2,322 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △93,059 383,124

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △2,620 △2,257

投資有価証券の売却による収入 200,000 100,000

有形固定資産の取得による支出 △327,309 △74,641

有形固定資産の売却による収入 11,167 －

無形固定資産の取得による支出 △59,712 △1,511

投資活動によるキャッシュ・フロー △178,475 21,589

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 100,000 －

リース債務の返済による支出 △16,387 △15,905

配当金の支払額 △56,070 △56,070

財務活動によるキャッシュ・フロー 27,542 △71,975

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △243,992 332,738

現金及び現金同等物の期首残高 1,239,273 1,140,141

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 995,280

※
 1,472,879
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

会計処理基準に関する事項の変更 完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用して

おりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19

年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第18号　平成19年12月27日）を第１四半期会計期間より適用し、第１

四半期会計期間の期首に存在する工事契約を含むすべての工事契約において

当第３四半期会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる

工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、そ

の他の工事については工事完成基準を適用しております。　

　これにより、当第３四半期累計期間の売上高は1,444千円減少し、営業損失、

経常損失は、それぞれ1,398千円減少しており、税引前四半期純損失は、4,339

千円減少しております。

 

【表示方法の変更】

当第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

（四半期貸借対照表関係）

１．　前第３四半期会計期間において、「設備関係支払手形」は流動負債に区分掲記しておりましたが、負債及び純資産

の合計額の１/100以下となったため、当第３四半期会計期間では「支払手形及び買掛金」に含めて表示しておりま

す。なお、当第３四半期会計期間の「支払手形及び買掛金」に含まれる「設備関係支払手形」の金額は3,059千円で

あります。

２．　前第３四半期会計期間において、固定負債の「その他」に含めて表示しておりました「役員退職慰労引当金」は、

負債及び純資産の合計額の１/100を超えたため、当第３四半期会計期間では区分掲記することとしました。なお、前

第３四半期会計期間の固定負債の「その他」に含まれる「役員退職慰労引当金」は54,267千円であります。
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【簡便な会計処理】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１．たな卸資産の評価方法 　たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについて

のみ正味売却価額を見積もり、簿価切下げを行う方法によっております。

２．固定資産の減価償却費の算定方法　 　定率法を採用している資産については、会計年度に係る減価償却費の額を期

間按分して算定する方法によっております。

 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

　該当事項はありません。

 

【追加情報】

当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

（工事損失引当金）

　第１四半期会計期間より、工事進行基準の適用を契機として、損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積も

ることができる半成工事が認識されたため、損失見込額を工事損失引当金として計上しております。

　これにより、当第３四半期累計期間の営業損失、経常損失及び税引前四半期純損失は、それぞれ16,983千円増加しており

ます。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末
（平成21年12月31日）

前事業年度末
（平成21年３月31日）

※１．　損失が見込まれる工事契約に係る半成工事と工

事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示してお

ります。

　損失の発生が見込まれる工事契約に係る半成工

事のうち、工事損失引当金に対応する額は10,624

千円であります。

――――――

※２．　有形固定資産の減価償却累計額は、2,416,450千円

であります。

※２．　有形固定資産の減価償却累計額は、2,268,928千円

であります。

 

（四半期損益計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※１．　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

※１．　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

　役員報酬 69,647千円

　給与手当 389,915 

　賞与    88,243 

　賞与引当金繰入額 39,480 

　法定福利費 73,658 

　販売旅費 81,036 

　減価償却費 25,830 

　リース資産減価償却費 15,804 

　役員報酬 70,554千円

　給与手当 370,645 

　賞与    26,069 

　賞与引当金繰入額 21,909 

　法定福利費 59,900 

　販売旅費 68,546 

　減価償却費 27,350 

　リース資産減価償却費 15,322 

―――――― ※２．　工事契約会計基準の適用に伴う影響額は、「工事契

約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成

19年12月27日）第25項に基づき、平成21年４月１日

時点で存在するすべての工事契約について同会計基

準を適用したことによる過年度の工事の進捗に見合

う利益であります。

　　　　なお、過年度の工事の進捗に対応する工事収益の額及

び工事原価の額は、それぞれ30,222千円及び27,281千

円であります。

―――――― ※３．　当第３四半期累計期間において減損処理を行った

資産は、次のとおりであります。

場所　　 用途 種類 減損損失

三重県

志摩市
遊休資産 土地 12,814千円

当社の資産グループは、①工事部（工事工場及び

トップ・プレート工場）、②営業本部傘下の営業所

及び各構内工場、③製品・商品及び工事材料の供給

部門としての尼崎工場、④共用部門としての本社、⑤

厚生施設、⑥遊休資産であります。

　本年の基準地価の公表を受けて当社所有の土地に

ついて減損の兆候の有無を判定した結果、①～⑤の

グループにつきましては減損の兆候はありませんで

したが、⑥遊休資産のうち志摩市内に所有する土地

の地価が下落したため、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額しております。

　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定して

おり、正味売却価額は固定資産税評価額に基づいて

算定した金額により評価しております。
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前第３四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

　役員報酬 23,835千円

　給与手当 128,749 

　賞与引当金繰入額 39,480 

　法定福利費 23,609 

　販売旅費 27,413 

　減価償却費 9,872 

　リース資産減価償却費 5,268 

　役員報酬 21,057千円

　給与手当 124,367 

　賞与引当金繰入額 21,909 

　法定福利費 20,912 

　販売旅費 22,385 

　減価償却費 9,113 

　リース資産減価償却費 5,107 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期残高と四半期貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期残高と四半期貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在） （平成21年12月31日現在）

 （千円）

　現金及び預金 639,174

　有価証券 356,106

　現金及び現金同等物 995,280

 

 （千円）

　現金及び預金 855,955

　有価証券 616,924

　現金及び現金同等物 1,472,879

 

 

（株主資本等関係）

当第３四半期会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年

12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　　　　　　 8,010千株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　自己株式は保有しておりません。

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

　（１）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月25日

定時株主総会
普通株式 28,035 3.50平成21年３月31日平成21年６月26日利益剰余金 

平成21年10月19日

取締役会
普通株式 28,035 3.50平成21年９月30日平成21年12月８日利益剰余金

　（２）基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間末後とな

るもの

該当事項はありません 。

 

５．株主資本の金額の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

（有価証券関係）

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

　

（デリバティブ取引関係）

当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。
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（持分法損益等）

関連会社がありませんので、該当事項はありません。

　

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
（平成21年12月31日）

前事業年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 413円93銭　 １株当たり純資産額 426円61銭

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第３四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 26円79銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 4円97銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。　

 
前第３四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） 214,560 △39,798

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
214,560 △39,798

期中平均株式数（千株） 8,010 8,010

 

前第３四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 7円89銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 0円61銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　

（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） 63,172 △4,910

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
63,172 △4,910

期中平均株式数（千株） 8,010 8,010

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

該当事項はありません。
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２【その他】

平成21年10月19日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額……………………………………28,035千円

（ロ）１株当たりの金額………………………………３円50銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………平成21年12月８日

（注）平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。 　

　

EDINET提出書類

特殊電極株式会社(E01464)

四半期報告書

22/25



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

  平成21年２月６日　

特殊電極株式会社   

取締役会　御中   

 監査法人トーマツ　 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 丹　治　茂　雄　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 千　﨑　育　利　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている特殊電極株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第62期事業年度の第３四半期会計期間（平成20年10月１日から平成20年12

月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、特殊電極株式会社の平成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３

四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

  平成22年２月４日　

特殊電極株式会社   

取締役会　御中   

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 丹　治　茂　雄　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 千　﨑　育　利　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている特殊電極株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第63期事業年度の第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12

月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、特殊電極株式会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３

四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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